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国立大学法人神戸大学事業報告書

Ⅰ はじめに

(1) 事業の概要

本学は、開放的で国際性に富む固有の文化の下、構成員一人ひとりが「真摯・自由・協同」の精神

を共有しつつ、更なる飛躍に向けて、2015年までに「グローバル・エクセレンス」の実現のため、世

界トップクラスの教育研究機関として、また、卓越した社会貢献・大学運営の実現を目指し 「神戸、

大学ビジョン２０１５」を策定している。現在は、これを具体化するための各種施策について、全学

を挙げて取り組んできているところである。平成22年度は、神戸大学がグローバル・エクセレンスの

実現に挑戦する時代（チャレンジ・フェーズ 2010～2012）の初年度であり、その目標への到達に向

けて各種事業を実施した。

(2) 法人をめぐる経営環境

国から交付される運営費交付金に対する臨時的減額や総人件費改革による人件費の削減など、国立

大学法人の経営においては、一層財政的な厳しさが増してきている。さらに、国立大学法人の教育研

究活動を支える施設・設備等についても、施設整備費補助金等の削減により、その老朽化や新たな教

育ニーズの発生による狭隘化への対応が困難な状況になってきている。このような中、本学では人件

費や物件費の節減に努め、また、附属病院の収入増や競争的資金等の外部資金獲得を図るなど自己収

入の確保、資金の運用、業務運営の改善に努めている。

(3) 当該事業年度における事業の経過及びその成果

平成22年度においては 「神戸大学ビジョン２０１５」の実現に向け、具体的な活動を展開するた、

め 「政策」及び「実施項目」に基づき諸施策を実施した。、

また、諸施策の財政的な裏付けを確保するため９月に補正予算を編成した。なお、本学の経常収益

は対前年度62,307千円減の64,746,232千円となっており、主な内訳としては運営費交付金収益

19,898,780千円、授業料収益8,281,079千円、附属病院収益26,289,195千円、受託研究等収益及び受

託事業等収益3,248,528千円となった。

(4) 重要な経営上の出来事等

平成22年度は、①ビジョンの実現に向けた「ビジョン推進経費 （配分額：238,921千円 「設備更」 ）、

新費 （配分額：73,500千円）による戦略的・重点的な予算配分の実施、②競争的資金等の間接経費」

「 」（ ） 、を財源とした 学長戦略経費 配分額：4,000千円 による戦略的事業への機動的な予算配分の実施

③全学の先端融合研究を推進するための「神戸大学統合研究拠点」施設工事の着工・竣工、④神戸大

、 、学ブリュッセルオフィスの開所に伴う海外大学等との学術連携強化 ⑤兵庫県との包括連携協定締結

⑥全学委員会の削減と効率化、⑦予算繰越制度の導入による予算執行の効率化と決算の早期化、⑧対

象規模を事務局から全学に拡大した「神戸大学コスト削減プロジェクト会議」の設置、⑨附属病院の

収益増及び診療費用削減に向けた戦略的な取組、など本学の経営に関わる重要な施策を実施した。

(5) 主要課題と対処方針

本学にとって 「神戸大学ビジョン２０１５」の実現に向け、各種施策を着実に展開することが課、

題であり、そのために各政策の下に設定した43の「実施項目」に基づき、諸施策を推進してきた。
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また、財務内容の改善に向け、運営費交付金だけでなく、学生納付金、附属病院収入等の自己収入

の確保、資金運用の充実及び競争的資金等の外部資金の獲得などを積極的に行うとともに、総人件費

改革に対応した人件費の削減などを行ってきている。

(6) 今後の計画等

、「 」 、 。今後は 神戸大学ビジョン２０１５ を踏まえて 平成23年度の重点事項を着実に遂行していく

特に、平成23年度においては、①全学部・研究科のディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリ

シーの策定と明示、②学生寮の住環境整備、③統合研究拠点における先端融合研究の展開、④海外事

務所を活用した大学研究機関等との教育研究プログラム開発や学術交流協定締結の推進、⑤事務業務

の能率化を図るためのグループ制の導入拡大、⑥経常経費の見直しと削減の更なる推進、⑦低侵襲医

療及びがん診療に係る診療体制の更なる強化、などの諸施策を実施していくこととしている。

Ⅱ 基本情報

１．目標

神戸大学は、前身校の神戸高等商業学校の創立（明治35年）から数えて100有余年の歴史と伝統を

有し、11学部14研究科1附置研究所を擁する、人文・人間科学系、社会科学系、自然科学系、生命・

医学系にわたる、多様な教育研究分野を包括する総合大学である。

本学は、開放的で国際性に富む固有の文化の下 『真摯・自由・協同』の精神を発揮し、人類社会、

に貢献するため、普遍的価値を有する『知』を創造するとともに、人間性豊かな指導的人材を養成す

ることを使命としている。この使命を果たしていくために「神戸大学ビジョン2015」を策定し “Tow、

ard Global Excellence in Research and Education 、すなわち、世界トップクラスの教育研究機関”

となること、また、卓越した社会貢献と大学経営を行うことを全構成員が共有し、その実現を目指し

ている。

教育においては 「教育憲章」に掲げた 「人間性 「創造性 「国際性」及び「専門性」を身に、 、 」、 」、

、 。 、付けた個性輝く人材を養成するため 国際的に魅力ある教育を学部・大学院において展開する また

豊富な研究成果を活かして、社会の変化を先導し、個人と国際社会が進むべき道を切り拓く高度な知

識・能力を有する、次世代の研究者をはじめとした多様な人材の養成に努め、教育の更なる高みを目

指す。

研究においては 「研究憲章」に掲げた、既存の学術分野の深化・発展と学際的な分野融合領域の、

開拓だけではなく、未来社会を見据えた重点分野における先端研究を展開し、さらに、将来これらの

研究を担う、優れた若手研究者の養成・輩出に努める。そして、それらの卓越した研究成果を世界に

発信するとともに、現代社会が抱える様々な課題にも取り組む。

教育、研究とともに大学の重要な使命である社会貢献については、国際都市神戸に根ざす大学とし

て、多様で広範なレベルで国際・地域社会との連携を強め、教育研究活動の成果を広く社会に還元す

る。特に持続的発展に資する産学官民連携活動の推進や、新しい社会経済基盤、市場を創成するドラ

イビングフォースとして積極的な社会貢献を果たす。

これらの諸活動の礎となる大学経営に関しては、単に効率化を図るだけではなく、変化する環境に

柔軟かつ機敏に対応できるガバナンス体制を構築する。そのために、組織の役割と責任の明示化を図

り、効果的・能動的に駆動できる体制とすると同時に、社会に対する国立大学法人としての責務を自

律的に果たす視点からの戦略的経営に努める。さらに、大学運営を支える人材の養成とその効果的な

管理に努める。

以上の基本的な目標を達成するため、教育、研究、社会貢献、大学経営すべての側面において、不

、 。 、断に点検・評価を実施し その過程で明らかになった課題や問題点等を確実に解決・改善する また

大学を取り巻く環境の変化を見極め、定められた手続きに従って適宜計画を見直し、柔軟かつ適切に

対応する。
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２．業務内容

（１）大学の教育研究等の質の向上

①教育に関する取組

・国際的教育研究拠点としてふさわしい質の高い教育成果の達成を目指した取組を実施。

・大学の教育憲章を踏まえ、各学部・研究科で掲げる教育目的を達成するため、アドミッション・

ポリシーに基づいた学生を受入れのための取組を実施。

・大学の教育憲章を踏まえ、各学部・研究科で掲げる教育目的を達成するため、教育内容の充実を

図るための取組を実施。

・国際的教育研究拠点としてふさわしい、充実した教育を実施するための教育実施体制を強化する

ための取組を実施。

・教育の質の向上のため、教員の教育力を更に強化するための取組を実施。

・学生に対する修学支援、生活支援、キャリア形成支援等を充実させるための取組を実施。

・特に、教育憲章を踏まえて、人材養成の基本となる全学のディプロマ・ポリシーを策定した。

②研究に関する取組

・国際的教育研究拠点として、世界的水準の学術研究を推進し、卓越した研究成果の創出に努める

ための取組を実施。

・研究の点検・評価を通じて、知の拠点として大学全体の研究水準の維持・向上を図るための取組

を実施。

・国際的教育研究拠点として、卓越した研究成果を創出するための研究実施体制等を充実させるた

めの取組を実施。

・特に、融合的な研究を進めるための統合研究拠点を完成させるとともに、若手研究者の戦略的な

育成のため、学長戦略経費を平成２１年度に引き続き措置した。

③その他の取組

（国際化に関する取組）

・教育研究のグローバル化に即して、国際的に活躍できる国内外の人材の養成及び世界的に卓越し

た学術研究を推進するための体制を強化するための取組を実施。

・特に、ブリュッセルオフィスの開設によりＥＵとの連携を深めるとともに、オックスフォード大

学との大学間協定を締結した。

（社会との連携や社会貢献に関する取組）

・国立大学の公的な役割を踏まえ、教育研究成果の社会還元を通じて、積極的な社会貢献を行うた

めの取組を実施。

（附属病院に関する取組）

・大学病院として社会から求められる先端的な医療の開発、地域医療への貢献及び医療人の養成を

行うための取組を実施。

・効率的な病院経営を推進するため、管理運営機能を充実させるための取組を実施。

（附属学校に関する目標）

・附属学校としての使命を果たすため、神戸大学の教育研究に資するとともに、国・地域における

初等中等教育の先導的・実験的な取組を推進するための取組を実施。

（２）業務運営の改善及び効率化

①組織運営の改善に関する取組

・大学として適切かつ迅速な意思決定ができるガバナンス体制を強化するための取組を実施。

・機動的かつ柔軟な大学経営を実現するため、効果的な人的資源管理を行うための取組を実施。

・特に、教育研究評議会の構成人数の縮減を図るなど全学委員会の在り方について抜本的な見直し

を行った。
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②事務等の効率化・合理化に関する取組

・卓越した大学経営を実現するため、業務改善を推進するための取組を実施。

③労働環境の改善に関する取組

・職員が仕事と育児を両立させるための楠地区保育所開設準備を進め、平成23年４月に大学が設置

者となって開設することが決定した。

（３）財務内容の改善

①資源配分に関する取組

・卓越した大学経営を実現するため、戦略的な資源配分を行うための取組を実施。

②外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する取組

・教育研究の高度化及び大学経営の安定化を実現するため、自己収入の増加させるための取組を実

施。

③経費の抑制に関する取組

・運営経費の抑制に資するため、適切な人件費管理のための取組を実施。

・国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革のための取組を実施。

・運営経費の抑制に資するため、人件費以外の経費の適切な削減をための取組を実施。

④資産の運用管理の改善に関する取組

・大学経営の安定化に資するため、資産の効率的・効果的な運用を図るための取組を実施。

（４）自己点検・評価及び情報提供

①評価の充実に関する取組

・大学運営の改善に資するため、評価サイクルの更なる実質化を図るための取組を実施。

②情報公開や情報発信等の推進に関する取組

・点検・評価の結果について、広く社会に情報発信することを通じて、本学の取組や現状に対する

理解を促進するための取組を実施。

（５）その他の業務運営

①施設設備の整備・活用等に関する取組

・全学的視点に立った施設マネジメント及び環境マネジメントを更に推進するための取組を実施。

②安全管理に関する取組

・大学の諸活動における安全性の向上を目指すとともに、情報セキュリティ対策を推進するための

取組を実施。

③法令遵守に関する取組

・適正な大学運営を行うため、大学の諸活動における法令遵守はもとより、大学倫理を徹底するた

めの取組を実施。

・特に、安全保障輸出管理に関する学内の体制を整備した。

④広報活動の充実に関する取組

・大学の多様な情報を発信するため、戦略的な広報活動を展開。

３．沿革

神戸大学は、1902(明治35)年に高等教育機関として設置された神戸高等商業学校を創立基盤として

おり、1949(昭和24)年5月31日 「国立学校設置法」公布により、神戸経済大学・神戸工業専門学校・、

姫路高等学校・兵庫師範学校・兵庫青年師範学校を包摂して、神戸大学が設置された。当初は文理学

部・教育学部・法学部・経済学部・経営学部・工学部の6学部でスタートし、附属図書館が置かれ、

経済経営研究所が附置された。経済学部と経営学部には第二課程（夜間課程）が設置された。教養課

程の教育は神戸教養課程（後に御影分校）と姫路分校とに分かれて行われた。

1953(昭和28)年4月、大学院法学研究科・経済学研究科・経営学研究科（修士課程・博士課程）が
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設置され、翌年に文理学部が文学部と理学部とに分離された。1955(昭和30)年7月には法学部にも第

二課程が設置された。

1960年代に入ると六甲台地区への学舎統合が始まり、国立移管された医学部と一部の施設を除くす

べての学部が、1968(昭和43)年までに六甲台地区に集結した。1963(昭和38)年には教養部が発足し、

1964(昭和39)年には兵庫県立神戸医科大学の国立移管により医学部が、1966(昭和41)年には兵庫県立

兵庫農科大学の国立移管により農学部が設置された。1967(昭和42)年には兵庫県立神戸医科大学附属

病院と兵庫県立厚生女子専門学院も国立移管されてそれぞれ医学部附属病院、同附属看護学校となっ

た。また医学部には附属専修学校として1969(昭和44)年に附属衛生検査技師学校（後に附属臨床検査

技師学校）が附設された。

1968(昭和43)年から本格化した大学紛争の影響は神戸大学にも及び、同年12月から翌年にかけて学

舎の封鎖などが行われたが、1969(昭和44)年後半には徐々に沈静化した。

大学院は、専攻科での教育（工学専攻科・理学専攻科・文学専攻科・教育専攻科）を改めて、既に

博士課程を設置していた学部を除くすべての学部で1981(昭和56)年までに修士課程まで設置された

(大学院工学研究科・理学研究科・文学研究科・農学研究科・教育学研究科 。県立大学時代の研究科）

を移管して医学研究科（博士課程）が設置されたのは1967(昭和42)年である。新しい博士課程の設置

は学部の枠組を越えた独立研究科の設置として準備され、1980(昭和55)年の文化学研究科、1981(昭

和56)年の自然科学研究科として実現した。同年には医学部附属の専修学校（附属看護学校・附属臨

床検査技師学校）を母体として医療技術短期大学部が発足した。

1992(平成4)年、教育学部・教養部を改組して発達科学部・国際文化学部が、また3番目の独立研究

科として大学院国際協力研究科（修士課程、後に博士課程）が発足した。医学部保健学科は、医療技

術短期大学部を母体として、1994(平成6)年に設置された。また、自然科学系の大学院（理学研究科

・工学研究科・農学研究科）は、同年自然科学研究科（博士課程前期課程）に移行した。さらに、

1997(平成9)年に大学院総合人間科学研究科（修士課程、後に博士課程）が設置された。保健学専攻

の新設に伴い、大学院医学研究科は1999(平成11)年に医学系研究科と改められた。なお、1990年代に

は第二課程の見直しも行われ、1993(平成5)年には経営学部に、1994年(平成6)年には法学部と経済学

部に昼間主コースと夜間主コースが設けられた。

2002(平成14)年には大学院経営学研究科に専門大学院（後に専門職大学院）が設置された。

2003(平成15)年には神戸大学と神戸商船大学とが統合し、第11番目の学部として海事科学部が設置

された。

2004(平成16)年には大学院法学研究科に法科大学院が設置された。

2007(平成19)年には文学研究科、文化学研究科を改組し、人文学研究科を設置、総合人間科学研究

科を改組し、国際文化学研究科及び人間発達環境学研究科を設置、自然科学研究科を改組し、理学研

究科、工学研究科、農学研究科及び海事科学研究科を設置した。

2008(平成20)年には保健学研究科を設置し、医学系研究科を医学研究科に改称、神戸大学中国事務

所を北京に設置した。

2009(平成21)年には発達科学部附属学校 (6校園) を改組し、神戸大学附属学校 (4校園) を設置し

た。

2010(平成22)年には工学研究科情報知能学専攻を改組し、システム情報学研究科を設置、経済経営

研究所附属政策リエゾンセンターを改組し、附属企業資料総合センターを設置、神戸大学ブリュッセ

ルオフィスをベルギーに設置した。

４．設立根拠法

国立大学法人法（平成15年法律第112号）

５．主務大臣（主務省所管局課）

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）



- -6

６．組織図

（平成23年2月1日現在）
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７．所在地

施 設 等 名 所 在 地

本部 兵庫県神戸市灘区六甲台町

国際文化学研究科、人間発達環境学研究科 兵庫県神戸市灘区鶴甲

医学研究科、医学部附属病院 兵庫県神戸市中央区楠町

保健学研究科 兵庫県神戸市須磨区友が丘

海事科学研究科 兵庫県神戸市東灘区深江南町

農学研究科附属食資源教育研究センター 兵庫県加西市鶉野町

神戸大学附属中等教育学校（住吉校舎 、住吉 兵庫県神戸市東灘区住吉山手）

小学校、住吉中学校

神戸大学附属幼稚園 小学校 中等教育学校 明 兵庫県明石市山下町、 、 （

石校舎 、明石小学校、明石中学校）

神戸大学附属特別支援学校 兵庫県明石市大久保町

東京オフィス 東京都千代田区丸の内

中国事務所 北京市海淀区中関村北西環西路

ブリュッセルオフィス 2F,Triomflaan 173,1160,

Brussels,Belgium

８．資本金の状況

１２１，８３９，２２８，５６９円（全額 政府出資）

９．学生の状況

総学生数 １８，４９８人

学士課程 １１，９２４人

修士課程 ２，８７３人

博士課程 １，５９４人

専門職学位課程 ３５５人

乗船実習科学生 ５６人

附属学校児童・生徒 １，６９６人

１０．役員の状況

役職 氏名 任期 経歴

学 長 福田 秀樹 平成21年 4月 1日 平成 4年10月 鐘淵化学工業㈱総合研究所

～平成25年 3月31日 研究企画部部長兼生産技術

研究所主席研究員

平成 6年 4月 神戸大学工学部教授

平成 6年 6月 同 大学院自然科学研究科

教授

平成15年 2月 同 大学院自然科学研究科

長（～21.3）

平成19年 4月 同 自然科学系先端融合研

究環長

理 事 武田 廣 平成21年 4月 1日 平成元年 4月 神戸大学理学部教授

～平成23年 3月31日 平成10年10月 同 総合情報処理センター（研究担

長（～12.9）当）

平成15年 4月 同 理学部長・バイオシグ
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ナル研究センター長

（～19.3）

平成19年 4月 同 大学院理学研究科教授

・附属図書館長

平成21年 4月 同 理事

理 事 田中 康秀 平成21年 4月 1日 平成 2年 7月 神戸大学経済学部教授

～平成23年 3月31日 平成12年 4月 同 大学院経済学研究科教（教育担

授当）

平成18年11月 同 大学院経済学研究科長

・経済学部長（～20.11）

平成21年 4月 同 理事

理 事 竹園 充夫 平成22年 4月 1日 平成 6年 9月 台湾松下電器出向 常務董

～平成24年 3月31日 事（財務・人事・法務・総（財務、

務・ＩＴ担当)施設担当）

平成11年 8月 松下電器産業㈱帰任 電化

・住設社 電子レンジ事業

部経理部長

平成15年10月 同社 電化・住設社本部経

理グループマネジャー

平成16年 7月 松下寿電子工業㈱常務取締

役

平成20年 4月 ㈱エクセルソフト代表取締

役社長

平成21年 4月 パナソニックアカウンティ

ングサポート㈱代表取締役

社長

理 事 横野 浩一 平成21年 4月 1日 平成 9年 5月 神戸大学医学部教授

～平成23年 3月31日 平成13年 4月 同 大学院医学系研究科教（病院、

授危機管理

平成14年10月 同 医学部附属病院副病院担当）

長（～16.9）

平成20年 4月 同 大学院医学研究科教授

平成21年 4月 同 理事

理 事 中村 千春 平成21年 4月 1日 平成 8年 4月 神戸大学農学部教授

～平成23年 3月31日 平成14年 4月 同 アイソトープ総合セン（国際交

ター長（～16.3）流・産学

平成17年 2月 同 農学部長（～21.3）連携担当）

・遺伝子実験センター長

（～19.3）

平成19年 4月 同 大学院農学研究科長

平成21年 2月 同 連携創造本部長

平成21年 4月 同 理事

理 事 石田 廣史 平成21年 4月 1日 平成 5年 4月 神戸商船大学商船学部附属

（ ）（学生、 ～平成23年 3月31日 練習船深江丸船長 ～6.3

平成 7年 4月 同 商船学部教授入試・広

平成15年10月 神戸大学海事科学部教授報担当）

・乗船実習科長（～17.9）
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平成19年 4月 同 大学院海事科学研究科

教授

平成19年10月 同 大学院海事科学研究科

長・海事科学部長

平成21年 4月 同 理事

理 事 正司 健一 平成21年 4月 1日 平成10年 4月 神戸大学経営学部教授

～平成23年 3月31日 平成11年 4月 同 大学院経営学研究科教（企画評

授価、人事

平成18年 4月 同 大学院経営学研究科長労務担当）

・経営学部長（～20.3）

平成21年 4月 同 理事

監 事 石村 秀一 平成22年 4月 1日 平成18年 6月 旭化成ライフ&リビング

～平成24年 3月31日 (L&L) ㈱常勤監査役 兼

旭化成パックス㈱(旭化成L

＆L ㈱ の子会社) 非常勤

監査役

平成19年 6月 旭化成せんい㈱ 常勤監査

役 兼 旭陽産業㈱ (旭化

成せんい㈱ の子会社) 非

常勤監査役 兼 新東京旭

㈱ (旭化成せんい㈱ の子

会社) 非常勤監査役

平成21年 6月 ㈱ニッチツ 非常勤監査役

監 事 鈴木 基史 平成22年 4月 1日 昭和48年 4月 監査法人朝日会計社 (現有

非常勤 ～平成24年 3月31日 限責任 あずさ監査法人)（ ）

入社 (～57.6)

昭和57年 7月 鈴木公認会計士事務所開設

平成18年 4月 甲南大学会計大学院教授

１１．教職員の状況

教員 ２，７５５人（うち常勤１，５９７人，非常勤１，１５８人）

職員 ３，０６６人（うち常勤１，７０２人，非常勤１，３６４人）

（常勤教職員の状況）

（ ． ） 、 （ ）常勤教職員は前年度比で５９人 １ ８％ 増加しており 平均年齢は４０歳 前年度４１歳

となっております。このうち、国からの出向者は５人、地方公共団体からの出向者１人、民間か

らの出向者０人です。
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「Ⅲ 財務諸表の概要」 
 
（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 
 
１．貸借対照表（http://www.kobe-u.ac.jp/info/disclosure/pdf/H22-financial-statements.pdf） 
                                             単位：百万円 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 
固定負債 
 資産見返負債 
 センター債務負担金 
 長期借入金等 
 引当金 
  退職給付引当金 
 その他の固定負債 
流動負債 
 その他の流動負債 
 

 

28,538 

12,658 

 2,830 

 

170 

   85 

 

18,697 

負債合計 62,980 

純資産の部 金 額 
資本金 
 政府出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 
 

 
121,839 
6,968 
4,747 

固定資産 
 有形固定資産 
  土地 
   減損損失累計額 
  建物 
   減価償却累計額 

  減損損失累計額 
  構築物 
   減価償却累計額等 
 工具器具備品 
   減価償却累計額等 
 図書 

  その他の有形固定資産 
   減価償却累計額等 
 その他の固定資産 
 
流動資産 
  現金及び預金 
  その他の流動資産 

 

 

83,342 

△ 3 

89,144 

△29,103 

    △1 

4,958 

△1,481 

28,661 

△19,358 

21,385 

 2,263 

△944 

2,868 

 

 

7,463 

 7,340 純資産合計 133,555 
資産合計 196,534 負債純資産合計 196,534 

 
２．損益計算書（http://www.kobe-u.ac.jp/info/disclosure/pdf/H22-financial-statements.pdf） 
                                                                            単位：百万円 

 金 額 
経常費用（A） 62,372 
 業務費 
  教育経費 
  研究経費 
  診療経費 
  教育研究支援経費 
  人件費 
  その他 
 一般管理費 
 財務費用 
 雑損 

 
2,708 
4,350 
16,419 
914 

32,922 
3,262 
1,368 
423 
6 

経常収益(B) 64,746 
 運営費交付金収益 
 学生納付金収益 
 附属病院収益 
 その他の収益 

19,899 
9,918 
26,289 
8,641 

臨時損益(C) △30 
前中期目標期間繰越積立金取崩額(D) 41 
当期総利益(B-A+C+D) 2,384 
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３．キャッシュ・フロー計算書 
          （http://www.kobe-u.ac.jp/info/disclosure/pdf/H22-financial-statements.pdf）  
                                                                           単位：百万円 

 金 額 
Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 5,536 

 原材料、商品又はサービスの購入による支出 

人件費支出 
 その他の業務支出 
 運営費交付金収入 
 学生納付金収入 
 附属病院収入 
 その他の業務収入 

 国庫納付金の支出額 

△ 21,809 

△ 34,734 

△1,588 

21,847 

9,687 

25,797 

7,905 

△1,568 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △ 1,002 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △ 3,653 

Ⅳ資金に係る換算差額(D) － 

Ⅴ資金増加額（E=A+B+C+D） 881 

Ⅵ資金期首残高(F) 1,682 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 2,563 

 
 
４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 
    （http://www.kobe-u.ac.jp/info/disclosure/pdf/H22-financial-statements.pdf）  
                                                                       単位：百万円 

 金 額 

Ⅰ業務費用 20,288 

 損益計算書上の費用 
 （控除）自己収入等 

62,452 
△ 42,164 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 
Ⅱ損益外減価償却相当額 
Ⅲ損益外減損損失相当額 
Ⅳ損益外利息費用相当額 
Ⅴ損益外除売却差額相当額 
Ⅵ引当外賞与増加見積額 
Ⅶ引当外退職給付増加見積額 
Ⅷ機会費用 

 
2,949 

2 

3 
13 

△ 46 

△ 455 
1,683 

Ⅸ国立大学法人等業務実施コスト 24,438 
 
 
５．財務情報 
（１）財務諸表の概況 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 
ア．貸借対照表関係 
（資産合計） 
平成22年度末現在の資産合計は前年度比2,827百万円（1.4％）（以下、特に断らない限り前年
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度比・合計）減の196,534百万円となっている。 
主な増加要因としては、建物が総合研究棟（医学系）改修工事、住吉地区附属学校屋内運動場

整備等により2,972百万円（3.4％）増の89,144百万円となったこと、工具器具備品が設備整備事

業で手術支援システムを取得したこと等により3,368百万円（13.3％）増の28,661百万円となっ

たことが挙げられる。 
また、主な減少要因としては、建物の減価償却累計額等が、減価償却等により4,030百万円 

（16.1％）増の△29,103百万円となったこと、工具器具備品の減価償却累計額が減価償却等に

より2,486百万円（14.7％）増の△19,358百万円となったこと、有価証券が国債の満期償還等に

より3,001百万円（85.7％）減の500百万円となったことが挙げられる。 
 
（負債合計） 
平成22年度末現在の負債合計は2,162百万円（3.3％）減の62,980百万円となっている。 

主な増加要因としては、運営費交付金債務が前年度決算において、国立大学法人会計基準第

78第3項の規定に基づき、残高を全額収益に振り替えていたことにより1,127百万円（100.0％）

増となったこと、資産見返負債が資産取得の増加により678百万円（2.4%）増の28,538百万

円となったことが挙げられる。 

 また、主な減少要因としては、未払金が設備整備費及び施設費による資産取得減に伴い2,891

百万円（27.6％）減の7,567百万円となったこと、財務・経営センター債務負担金が、償還

により2,108百万円（12.6％）減の14,627百万円となったことが挙げられる。 
 
（純資産合計） 
 平成22年度末現在の純資産合計は665百万円（0.5％）減の133,555百万円となっている。 
 主な増加要因としては、資本剰余金が、施設費等で資産を取得したことにより2,066百万円

（7.7％）増の28,905百万円となったことが挙げられる。 
   また、主な減少要因としては損益外減価償却累計額等が、減価償却等の見合いとして増加したこ

 とにより2,911百万円（15.3％）増の△21,937百万円となったことが挙げられる。 
 

イ．損益計算書関係 
（経常費用） 
平成22年度の経常費用は1,474百万円（2.3％）減の62,372百万円となっている。 

主な増加要因としては、診療経費が、診療報酬改定等に伴う医薬品費及び診療材料費の増加等に

より688百万円（4.4%）増の16,419百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、人件費が退職手当の減等により926百万円（2.7％）減の32,922百

万円となったことが挙げられる。 
 

（経常収益） 
 平成22年度の経常収益は62百万円（0.1％）減の64,746百万円となっている。 
 主な増加要因としては、附属病院収益が、診療報酬の改定等に伴い1,859百万円（7.6％）増

の26,289百万円となったことが挙げられる。 
 また、主な減少要因としては、運営費交付金収益が、退職手当の減少、臨時的減額等による交

付額の減少等により、1,076百万円（5.1％）減の19,899百万円となったことが挙げられる。 
 
（当期総利益） 
 上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損80百万円、臨時利益として固定資産の

撤去に伴う資産見返負債戻入17百万円及びその他32百万円、並びに前中期目標期間繰越積立金取

崩額41百万円を計上した結果、平成22年度の当期総利益は285百万円（10.7％）減の2,384百万円

となっている。 
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ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 
（業務活動によるキャッシュ・フロー） 
平成22年度の業務活動によるキャッシュ・フローは1,828百万円（24.8％）減の5,536百万円と

なっている。 

主な増加要因としては、附属病院収入が1,822百万円（7.6％）増の25,797百万円となったこと、

寄附金収入が23百万円（1.3％）増の1,775百万円となったことが挙げられる。 
主な減少要因としては、補助金等収入が1,170百万円（41.7％）減の1,633百万円となったこと、

国庫納付金の支出額が1,568百万円（100.0％）の増となったことが挙げられる。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
平成22年度の投資活動によるキャッシュ・フローは2,759百万円（73.4％）増の△1,002百万円

となっている。 

主な増加要因としては、定期預金の預入による支出が7,500百万円（27.3%）減の△20,000百万

円となったこと、有価証券の取得による支出が4,715百万円（22.2%）減の△16,500百万円となっ

たことが挙げられる。 
主な減少要因としては、有価証券の償還による収入が1,200百万円（5.7％）減の20,000百万円

となったこと、施設費の収入が1,706百万円（51.3％）減の1,621百万円となったことが挙げられ

る。 

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
平成22年度の財務活動によるキャッシュ・フローは295百万円（7.5％）増の△3,653百万円と

なっている。 

主な増加要因としては、国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出が188百万

円（8.2％）減の△2,108百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、リース債務の返済による支出が86百万円（8.4％）増の△1,112百万円

となったことが挙げられる。 
 
エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 
（国立大学法人等業務実施コスト） 
平成22年度の国立大学法人等業務実施コストは2,727百万円（10.0％）減の24,438百万円とな

っている。 
主な増加要因としては、（控除）自己収入等のうち受託事業等収益が128百万円（19.4％）減

の△534百万円となったこと、寄附金収益が154百万円（8.9％）減の1,574百万円となったことが

挙げられる。 
 主な減少要因としては、（控除）自己収入等のうち附属病院収益が診療報酬改定により 

1,859百万円（7.6％）増の△26,289百万円となったこと、損益計算書上の費用が1,499百万円 

（2.3％）減の62,452百万円となったことが挙げられる。 
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 （表） 主要財務データの経年表                                       （単位：百万円） 

区 分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

資産合計 193,497 202,600 197,845 199,361 196,534 

負債合計 66,327 71,163 66,724 65,142 62,980 

純資産合計 127,170 131,437 131,120 134,220 133,555 

経常費用 58,002 60,240 63,303 63,846 62,372 

経常収益 58,607 60,502 63,797 64,809 64,746 

当期総損益 599 430 562 2,669 2,384 

業務活動によるキャッシュ・フロー 7,233 5,542 6,219 7,365 5,536 

投資活動によるキャッシュ・フロー 456 △ 568 △ 12,640 △ 3,761 △ 1,002 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,182 △ 4,138 △ 4,201 △ 3,948 △ 3,653 

資金期末残高 11,811 12,648 2,026 1,682 2,563 

国立大学法人等業務実施コスト 29,650 28,328 28,307 27,165 24,438 

（内訳）          

 業務費用 24,527 24,503 24,330 23,258 20,288 

  うち損益計算書上の費用 58,247 60,632 63,489 63,951 62,452 

  うち自己収入 △ 33,720 △ 36,129 △ 39,159 △ 40,692 △ 42,164 

 損益外減価償却相当額 3,267 2,916 2,977 2,854 2,949 

 損益外減損損失相当額 1 3 － － 2 

 損益外利息費用相当額     3 

 損益外除売却差額相当額     13 

 引当外賞与増加見積額  △ 13 △ 50 △ 170 △ 46 

 引当外退職給付増加見積額 △ 349 △ 801 △ 772 △ 662 △ 455 

 機会費用 2,204 1,720 1,821 1,884 1,683 

 （控除）国庫納付額 － － － － － 

   
（注1) 平成19年度の損益外減価償却相当額は、352百万円（10.8％）減の2,916百万円となっている。 

  国立大学法人会計基準第84に該当する特定償却資産の減少が主な要因である。 

（注2）平成19年度の引当外退職給付増加見積額は、451百万円（129.2％）減の△801百万円となっている。計算対象となる教職

  員の数が減少したことが主な要因である。 
（注3）平成19年度の機会費用は、484百万円（22.0％）減の1,720百万円となっている。政府出資の機会費用の算定に係る利回 

 りの減少によるものが主な要因である。 

（注4）平成20年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、677百万円（12.2％）増の6,219百万円となっている。 
附属病院収入、受託研究等収入及び受託事業等収入の増加が主な要因である。 

（注5）平成20年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、12,072百万円（2,126.3％）減の△12,640百万円となっている。 

  定期預金及び有価証券の取得等による支出の増加が主な要因である。 

（注6）平成21年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、1,146百万円（18.4%）増の7,365百万円となっている。附属病院収 

  入及び補助金等収入が増加したことが主な要因である。 

（注7）平成21年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、8,879百万円（70.2%）増の△3,761百万円となっている。有価証券 

の償還による収入が増加したことが主な要因である。 

（注8）平成21年度の引当外賞与増加見積額は、120百万円（239.7%）増の△170百万円となっている。賞与の支給割合の引き下げ

に伴う支給額の減少が主な要因である。 

（注9）平成21年度の引当外退職給付増加見積額は、111百万円（14.3%）減の△662百万円となっている。計算対象となる教職員

の数が減少したことが主な要因である。 

（注10）平成22年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、1,828百万円（24.8%）減の5,536百万円となっている。国庫納付金

の支出額が増加したことが主な要因である。 

（注11）平成22年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、2,759百万円（73.4%）増の△1,002百万円となっている。定期預金

の預入による支出が減少したことが主な要因である。 
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② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 
ア．業務損益 
 大学セグメントの業務損益は257百万円（35.3％）増の983百万円となっている。 

 主な増加要因として、人件費が983百万円（4.6％）減の20,535百万円となったこと、教育経

費が752百万円（23.7％）減の2,425百万円となったことが挙げられる。また、主な減少要因と

して、運営費交付金による退職手当の減少に伴い、運営費交付金収益が955百万円（5.8％）減

の15,611百万円となったこと、補助金等収益が479百万円（27.1％）減の1,290百万円となった

ことが挙げられる。 

 附属病院セグメントの業務損益は1,137百万円（485.5％）増の1,371百万円となっている。 

 主な増加要因として、診療報酬改定等に伴い附属病院収益が1,859百万円（7.6％）増の 

26,289百万円となったことが挙げられる。また、主な減少要因として、診療報酬改定等に伴い

医薬品費及び診療材料費の増加等により診療経費が688百万円（4.4％）増の16,419百万円とな

ったこと、退職手当の減少により、運営費交付金収益が117百万円（3.8％）減の2,950百万

円となったことが挙げられる。 

 
         （表）業務損益の経年表                         (単位：百万円) 

区 分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 
大学       418       424       885       726       983 
附属病院       188     △ 161    △ 401    234    1,371 
附属学校   10 2 20 

法人共通        －        －        －        －        － 

合計       605       262       494       962       2,374 

 
          （注1）セグメントの区分方法の変更 
                平成20年度より詳細なセグメントに係る財務情報を開示する目的から附属学校を追加した。 
      （注2）平成20年度の大学セグメントの業務損益は、462百万円（109.0％）増の885百万円となっている。 

        受託研究等収益、補助金等収益が増加したことが主な要因である。 

      （注3）平成20年度の附属病院セグメントの業務損益は、240百万円（149.0％）減の△401百万円となっている。 

        附属病院収益は増加したが、それ以上に診療経費及び人件費等が増加したことが主な要因である。 

            （注4）平成21年度の大学セグメントの業務損益は、159百万円（17.9％）減の726百万円となっている。 

        運営費交付金収益が減少したこと及び教育経費、研究経費が増加したことが主な要因である。 

      （注5）平成21年度の附属病院セグメントの業務損益は、635百万円（158.3％）増の234百万円となっている。 

        診療経費が増加したが、それ以上に附属病院収益が増加したことが主な要因である。 

      （注6）平成22年度の大学セグメントの業務損益は、257百万円（35.3％）増の983百万円となっている。 

        教育経費、人件費が減少したことが主な要因である。 

      （注7）平成22年度の附属病院セグメントの業務損益は、1,137百万円（485.5％）増の1,371百万円となっている。 

        診療経費が増加したが、それ以上に附属病院収益が増加したことが主な要因である。 

 

 

  
イ．帰属資産 
 大学セグメントの総資産は、2,516百万円（1.7％）減の149,502百万円となっている。これ

は工具器具備品がリース資産等の取得により2,544百万円増加したことが主な要因である。 
 附属病院セグメントの総資産は、954百万円（3.1％）減の29,887百万円となっている。これ
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は、建物の減価償却累計額が減価償却等により1,244百万円増加したことが主な要因である。 

 

 
        （表) 帰属資産の経年表                          (単位：百万円) 

区分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 
大学    149,165    156,725    149,809 152,018 149,502 
附属病院     32,522     33,227     31,682    30,842    29,887 
附属学校   9,328 9,320 9,683 

法人共通      11,811     12,648     7,026    7,182   7,463 
合計    193,497    202,600    197,845 199,361 196,534 

   
            （注1）セグメントの区分方法の変更 

                平成20年度より詳細なセグメントに係る財務情報を開示する目的から附属学校を追加した。 

（注2）法人共通には、現金及び預金を計上している。 

（注3）平成20年度の附属学校に帰属する主な資産は、土地8,098百万円、建物1,036百万円である。 

 
  ③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 
   当期総利益2,384,456,153円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向上

   及び組織運営の改善に充てるため、568,990,014円を目的積立金として申請している。 
   平成22年度においては、前中期目標期間繰越積立金について、ポートアイランド統合研究拠点整

備及び文学部新館改修等の財源に充てるため、635,789,152円を使用した。 

 

 

（２）施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 
  ①当事業年度中に完成した主要施設等 
    
   （楠）総合研究棟改修 Ⅲ期（医学系）      （取得原価 486百万円） 

   （六甲台）総合研究棟改修（農学系）       （取得減価 362百万円） 

   （楠）総合研究棟改修 Ⅳ期（基礎医学系）     （取得原価 274百万円） 

   （住吉（附中等））屋内運動場               （取得原価 236百万円） 

   （鶴甲）体育館改修                  （取得原価 110百万円）. 

 

  ②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

   （高尾）学生寄宿舎耐震改修  （当事業年度増加額 70百万円、総投資見込額 70百万円） 

 

  ③当事業年度中に処分した主要施設等 

    該当なし 

  

  ④当該事業年度において担保に供した施設等 

    該当なし 
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（３）予算・決算の概況

（単位：百万円）

区分

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 60,215 60,545 66,230 68,138 63,030 66,685 66,780 69,486 67,533 66,656

運営費交付金収入 24,533 24,378 22,955 22,955 22,955 22,898 22,358 22,149 21,847 20,720 次年度への繰越分による少額

補助金等収入 295 315 301 676 315 1,165 676 2,499 1,165 1,647 補正予算措置による多額

学生納付金収入 10,028 9,965 9,988 9,834 10,026 9,790 9,823 9,704 9,730 9,687

附属病院収入 19,491 19,132 20,622 20,579 22,129 22,126 23,992 23,966 24,894 25,797 外来患者数の増加等による多額

その他収入 5,868 6,755 12,364 14,094 7,605 10,706 9,932 11,169 9,898 8,804 外部資金獲得の減収による少額

支出 60,215 59,859 66,230 68,115 63,030 66,541 66,780 69,911 67,533 65,368

教育研究経費 28,040 26,994 26,255 25,860 26,232 25,766 26,722 26,075 25,821 24,781 人件費等の減による少額

診療経費 19,573 19,704 19,985 22,182 22,010 24,096 23,812 25,452 24,793 26,293 収入増による多額

一般管理費 3,417 3,119 4,974 3,452 4,733 3,339 4,405 3,542 4,783 2,914 人件費等の減による少額

その他支出 9,185 10,042 15,016 16,621 10,055 13,340 11,841 14,843 12,135 11,381 外部資金獲得の減収による少額

収入－支出 0 686 0 23 0 144 0 △ 426 0 1,287

　以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示しているものである。

２０年度 ２２年度２１年度１８年度 １９年度
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「Ⅳ　事業の実施状況」

（１）財源構造の概略等
当法人の経常収益は、64,746 百万円で、その内訳は、附属病院収益26,289 百万円（ 40.6％）、運営費交付金収益

19,899百万円（30.7％）、授業料収益8,281百万円 （12.8％）、入学料収益1,274百万円（2.0％）、検定料収益362百万円

  　（0.6％）となっている。

   

（２）財務データ等と関連付けた事業説明

　ア．大学セグメント

大 学 セグ メン トは 、１ １学 部、 １４ 研究 科、 １研 究環 、１ 研究 所、 図書 館、 学内 共同 教育 研究 施設 、事

務 局 等 に よ り 構 成 さ れ て お り 、 国 際 都 市 神 戸 の 開 放 的 で 国 際 性 に 富 む 固 有 の 文 化 の 下 、 「 真 摯 ・ 自 由 ・

協 同 」 の 理 念 を 掲 げ 、 人 類 社 会 に 貢 献 す る た め 、 普 遍 的 価 値 を 有 す る 「 知 」 を 創 造 す る と と も に 、 人 間

性豊かな指導的人材を育成することを目的としている。平成２２年度においては、「神戸大学ビジョン２０１５」における

チャレンジ・フェーズの初年度として、ポートアイランドに統合研究拠点を建設し、教育研究活動の更なる活性化を図り

　重点的な予算配分を行い、各種政策の推進を着実に展開した。   

国から交付される運営費交付金に対する係数の適用（平成２２年度は「効率化係数」は廃止されたが、臨時的削減

による「削減率」1.4%減が適用）や総人件費改革による人件費削減により、財政状況の厳しさが増してきた中、本学

では平成２０年度に創設した「ビジョン推進経費」、「設備更新費」を平成２２年度も引続き用いて「神戸大学ビジョン

２０１５」の実現に向けた戦略的・重点的な予算配分を行う一方で、「事務局コスト削減プロジェクト」を推進し、「教員の

早期退職制度」を導入するなど、更なる物件費・人件費の削減に取り組むことにより、効率的・効果的な予算執行を

実施してきた。また、平成１６年度から平成２１年度の決算について、決算結果を比較し財務分析を行い、今後の

予算執行の参考資料等を作成し、第二期中期目標期間における経営戦略策定に向けたデータの集 積を 行っ た。

自己収入の増加に向けた取組としては、大学ホームページ等による競争的資金等 に関 する 最新 の募 集情 報、

昨年度の公募情報一覧、過去のスケジュール等の掲載、申請書の内容及び記載方法に対する助言、科学研究費補助金

　説明会の開催等を行った。

大学セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益15,611百万円（47.1％）、学生納付金収益9,905百万円（29.9％）

となっている。また、事業に要した経費は、教育経費 2,425百万円、研究経費4,208 百万円、一般管理費1,239 百万円、

　 人件費20,535百万円となっている。

　イ．附属病院セグメント

医 学 部 附 属 病 院 は 、 医 療 提 供 機 能 、 教 育 研 修 機 能 、 研 究 開 発 機 能 の ３ つ の 使命 を果 たし 、臨 床医 学の

進歩と医療 技術 の向 上に 寄与 し、 医療 を通 じて 社会 に貢 献す るこ とを 目的 とし てい る。 平成 ２２ 年度 は、

①よりよい療養環境を求める患者ニーズを満たすため、準個室設置の試行、②医 師・ 看護 師の 負担 軽減 及び

処 遇 改 善 に 資 す る 体 制 を 確 保 す る た め 医 師 事 務 作 業 補 助 者 及 び 看 護 補 助 業 務 従 事 者 を 配 置 し 、 併 せ て

急性期看護補助体制加算を取得、③病院経営の効率化を図るため他大学と本院との診療内容のベンチマークを

実施し、診療機能の充実を図った。また、医薬品及び医療材料購入額の月毎分析 に基 づく 契約 期間 の設 定や

  　価格交渉により費用削減にも取り組んだ。　　　       

附 属 病 院 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 主 な も の と し て 医 業 収 益 26,289 百 万 円 （ 87.1 ％ ） 、

運 営 費 交 付 金 収 益 2,950 百 万 円 （ 9.8 ％ ） が あ る 。 ま た 事 業 に 要 し た 主 な 経 費 は 、 診 療 経 費 16,419 百 万 円

   　一般管理費128百万円、人件費11,172百万円となっている。 

附属病院セグメントにおける収支の状況
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日） （単位：百万円）

金額

Ⅰ業務活動による収支の状況(A) 4,808

人件費支出 △ 10,861

その他の業務活動による支出 △ 13,979

運営費交付金収入 2,950

附属病院運営費交付金 -            

特別運営費交付金 251

特殊要因運営費交付金 187

その他の運営費交付金 2,512

附属病院収入 26,289

補助金等収入 348  
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　ウ．附属学校セグメント

附 属 学校 は、 平成 ２１ 年度 から 発達 科学 部附 属学 校（ 附属 幼稚 園、 附属 住吉 ・明 石小 学校 、附 属住 吉・

明 石 中 学 校 、 附 属 特 別 支 援 学 校 ） を 改 組 し 、 新 た に 、 神 戸 大学 附属 学校 とし て中 高一 貫教 育を 行う 中等

教育学校を含む４校園を設置するとともに、初等・中等教育段階での全学による教育研究拠点の構築を進めた。

そのための組織として附属学校部を設置し、附属学校の運営を統括するとともに 、本 学に おけ る研 究科 等と

　　附属学校との連携を推進した。

附 属 学 校 セグ メン トに おけ る事 業の 実施 財源 は、 運営 費交 付金 収益 1,338 百 万円 （ 92.9 ％） 、学 生納 付金

収益 13 百万円（ 0.9 ％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費201百万円、一般管理費1百万円、

　　人件費1,215百万円となっている。

　

（３）課題と対処方針等
当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、寄附金などの獲得に努めた。

経費の節減については、総人件費改革の実行計画に則る削減、及び業務内容の見直し、コスト削減プロジェクトによる

削減を行い、事務用品や機器・光熱水費等における必要性について再度見直しを行ったり、文書の電子化等を推進

することにより印刷物、定期刊行物等の経費を削減した。また、外部資金の獲得については、12.5％減と前年度を下回る結果

　　となったため、更なる獲得努力が必要である。

今後も引き続き、総人件費改革の計画実施、事務系職員については業務量削減計画に基づく業務の見直し、コスト削減

プロジェクトにより、人件費削減及び事務用品や機器・光熱水費等の物件費削減を図り、外部資金獲得についても、科学研究費

　　補助金説明会、部局長会議等を通じ積極的応募支援を行う。

附 属 病 院 に つ い て は 、 臨 時 的 削 減 等 に よ る 運 営 費 交 付 金 の 削 減 や 診 療 報 酬 の 改 定 に 対 応 す る た め 、

月次損益報告による経営状況分析やＤＰＣ分析等を活用し増収を図るとともに、薬品費・医療材料費等の経費削減に

努めてきたところであるが、平成２２年度決算において業務損益が1,371百万円となり、平成２１年度からの黒字化を

　　大きく推進することができた。

今後は、附属病院としての基盤強化を図るとともに、特に設備更新を見据え、必要な附属病院収入の確保に努めていく

　　次第である。

その他の業務活動による収入 61

Ⅱ投資活動による収支の状況(B) △ 1,239

診療機器等の取得による支出 △ 1,120

病棟等の取得による支出 △ 119

無形固定資産の取得による支出 -            

有形固定資産及び無形固定資産売却による収入 -            

施設費による収入 -            

その他の投資活動による支出 -            

その他の投資活動による収入 -            

利息及び配当金の受取額 -            

Ⅲ財務活動による収支の状況（C） △ 3,265

借入れによる収入 115

借入金の返済による支出 △ 125

国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出 △ 2,108

リース債務の返済による支出 △ 710

その他の財務活動による支出 -            

その他の財務活動による収入 -            

利息の支払額 △ 436

Ⅳ収支合計(D=A+B+C) 305

Ⅴ外部資金を財源として行う活動による収支の状況(E) △ 5

受託研究及び受託事業等の実施による支出 △ 407

寄附金を財源とした活動による支出 △ 196

受託研究及び受託事業等の実施による収入 410

寄附金収入 188

Ⅵ収支合計(F=D+E) 300

 

 

 

 

 

 

 



- 20 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２．短期借入れの概要 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

 
１ 短期借入金の限度額 
    55億円 
 
２ 想定される理由 
 運営費交付金の受け入れ遅延及び事
故の発生等により緊急に必要となる対
策費として借り入れることが想定され
る。 
 

 
１ 短期借入金の限度額 
    55億円 
 
２ 想定される理由 
 運営費交付金の受け入れ遅延及び事
故の発生等により緊急に必要となる対
策費として借り入れることが想定され
る。 

該当なし 

 

「Ⅴ　その他事業に関する事項」

１．予算、収支計画及び資金計画　

　（1）．予算

　　　決算報告書参照

　（2）．収支計画

　　　年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照

　（3）．資金計画

　　　年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照

　　　リンク先：http://www.kobe-u.ac.jp/info/disclosure/law22.htm
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（単位：百万円）

交付金当
期交付額 運営費交

付金収益
資産見返運
営費交付金

建設仮勘定見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

平成２２年度 -              21,847 19,869 648 203 -              20,720 1,127

平成２３年度 0 0 0 0 0 0 0 0

平成２４年度 0 0 0 0 0 0 0 0

平成２５年度 0 0 0 0 0 0 0 0

平成２６年度 0 0 0 0 0 0 0 0

平成２７年度 0 0 0 0 0 0 0

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細

期末残高

当期振替額

交付年度 期首残高
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成２２年度交付分 （単位：百万円）

金　　額 内　　　　　訳

①業務達成基準を採用した事業等：国際的に卓越した教育研究拠点機能の充実、高度な専門職業人の

養成や専門教育機能の充実、大学の特性を生かした多様な学術研究機能の充実、産学連携機能の充実、

法人内業務達成基準事業

②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：427百万円

（役務費等：148百万円、人件費：92百万円、旅費36百万円、消耗品費：33百万円、その他の経費：118百万円）

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：工具器具備品：176百万円、その他：11百万円

③運営費交付金収益化額の積算根拠

国際的に卓越した教育研究拠点機能の充実については、業務の達成度合い等を勘案し、29百万円

を収益化。

高度な専門職業人の養成や専門教育機能の充実については、本年度予定していた成果を上げたと認め

られることから運営費交付金債務を全額収益化。

　大学の特性を生かした多様な学術研究機能の充実については、本年度予定していた成果を上げたと認

められることから運営費交付金債務を全額収益化。

産学連携機能の充実については、本年度予定していた成果を上げたと認められることから運営費交付

金債務を全額収益化。

　法人内業務達成基準事業については、業務の達成度合い等を勘案し、2百万円を収益化。

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用進行基準を採用した業務以外の全ての業務

②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：18,058百万円

（人件費：18,058百万円）

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：建物：188百万円、建物附属設備；99百万円、図書：77百万円、

　その他：97百万円

③運営費交付金の振替額の積算根拠

学生収容定員が一定数（９０％）を満たしていたが、定員超過率の110％を２名上回ったため、２名

相当額の1百万円を除く18,058百万円を収益化。

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、ＰＦＩ事業維持管理経費

②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：1,384百万円

（人件費：1,359百万円、その他の経費：25百万円）

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：0

③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 1,384百万円を収益化。

国立大学法人
会計基準第７
７第３項によ
る振替額

-               

合計 20,720

費用進行基
準による振
替額

期間進行基
準による振
替額

運営費交付金
収益

計

運営費交付金
収益

資本剰余金

18,584

18,058

461

-               

65

運営費交付
金収益

計

資産見返運営
費交付金

資本剰余金

建設仮勘定見
返運営費交付
金

752

資本剰余金 -               

区　　　分

業務達成基
準による振
替額

427

資産見返運
営費交付金

186

建設仮勘定見
返運営費交付
金

139

1,384

資産見返運営
費交付金

-               

建設仮勘定見
返運営費交付
金

-               

計 1,384

-               
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（３）運営費交付金債務残高の明細
(単位：百万円）

交付年度 残高の発生理由及び収益化等の計画

業務達成基準
を採用した業
務に係る分

329

特別経費（プロジェクト分）①国際的に卓越した教育研究拠点
・特別経費において、東北地方太平洋沖地震に伴い予定していた業務を行うことができなかった
ため、債務として翌事業年度に繰越したもの。
・当該債務は翌事業年度において業務を行い、収益化する予定である。

学内プロジェクト
・学内プロジェクトにおいて、翌事業年度において達成される予定の部分があるため、債務を繰
越し、翌事業年度において収益化する予定である。

期間進行基準
を採用した業
務に係る分

1
定員超過
・理学部において２名定員超過率を超えたため債務残が生じた。
　中期目標期間終了時に国庫納付する予定である。

計 1,127

0

期間進行基準
を採用した業
務に係る分

0

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

0

計 0

0

期間進行基準
を採用した業
務に係る分

0

計 0

期間進行基準
を採用した業
務に係る分

0

計 0

0

期間進行基準
を採用した業
務に係る分

0

計 0

0

期間進行基準
を採用した業
務に係る分

0

計 0

２７年度 業務達成基準
を採用した業
務に係る分

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

0

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

0

２６年度

業務達成基準
を採用した業
務に係る分

２３年度

業務達成基準
を採用した業
務に係る分

２４年度

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

２５年度

業務達成基準
を採用した業
務に係る分

運営費交付金債務残高

２２年度

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

796

0

0

業務達成基準
を採用した業
務に係る分

0

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

退職手当
・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降において収益化する予定である。

PFI事業維持管理経費
・PFI事業において翌事業年度において達成される予定の部分があるため、債務を繰越し、翌事
業年度において収益化する予定である。

 



- 24 - 

（別紙）  

 
■財務諸表の科目  
１．貸借対照表  
有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する

有形の固定資産。  
減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に

比して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価

額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた

累計額。  
減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。  
その他の有形固定資産：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。  

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券

等）が該当。  
現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金

及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。  
その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、

たな卸資産等が該当。  
資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借

対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された

資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返

負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。  

センター債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営セ

ンターが承継した財政融資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負担することとさ

れた相当額。  

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、 

PFI債務、長期リース債務等が該当。  
引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するも

の。退職給付引当金等が該当。 

資産除去債務：有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、当

該有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法律上の義務及びそれに

準ずるもの。  

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。  
政府出資金：国からの出資相当額。  
資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 
利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。  

繰越欠損金：国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。  
 
２．損益計算書  

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。  
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教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。  
診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費。  
教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、

法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって

学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費  
人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。  

財務費用：支払利息等。  
運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。  

  学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。  
その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。  

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。  
目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）

のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それ

から取り崩しを行った額。  
 

３．キャッシュ・フロー計算書  
業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、

人件費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資

金の収支状況を表す。  
投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収

入・支出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収

支状況を表す。  
財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・

償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支

状況を表す。  
資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。  
 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書  
国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の

税財源により負担すべきコスト。  

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費

用から学生納付金等の自己収入を控除した相当額。  
損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得

が予定されない資産の減価償却費相当額。  

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにも

かかわらず生じた減損損失相当額。 

損益外利息費用相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得

が予定されない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 
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損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲

得が予定されない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。  
引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる

場合の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業

年度における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。  

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らか

と認められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当

事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。  

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した

場合の本来負担すべき金額等。  


